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高齢者の現状と見通しの把握

2005年の現状と2015年の見通しについて、
高齢者の住まいの分布（住宅・施設別、持家・借家別、親族等の同居の有無別、要介護等・自立別）等を推計。

重点配慮高齢者世帯の把握

①持家を所有しない ②単身もしくは高齢者のみからなる ③要介護・要支援・特定高齢者（虚弱）がいる
以上のすべてに該当する世帯を重点配慮高齢者世帯として把握。

重点配慮高齢者世帯に対する計画
（目標量の設定を含む）

全ての高齢者世帯に対する計画

住宅のバリアフリー化の促進や住宅
セーフティネットの充実等に関する施
策を位置づける。

・公共賃貸住宅への高齢者等の住宅困窮
者の入居の促進
・高齢者向け賃貸住宅の登録制度の充実

住まいの確保

見守り・生活支援の確保 介護の確保

公共賃貸住宅団地の再編に合わせ
た在宅高齢者支援事業の拠点施設
の整備や見守り・生活支援サービス
の提供に関する施策を位置づける。

・安心住空間創出プロジェクトの実施
・高齢者見守りサービス事業の実施 等

重点配慮高齢者世帯が、「住まい」「見守り・生活支援」「介護」の３点を確保
することを計画の目標とする。

目標量を設定するもの

重点配慮高齢者世帯数のうち、
公的主体によるケア付き住宅と施設でまかなう世帯の目標量を設定する。

・生活支援サービスのついた公的賃貸住宅（ＳＨＰ・高優賃）の供給量
・高齢者入所福祉施設（有料老人ホームを除く）の供給量

自力で住まいを確保できる世帯については、有料老人ホームや高齢者向け
の民間賃貸住宅の供給が円滑に進むよう必要な施策を位置づける。

・有料老人ホーム、高専賃等の供給の促進に関する目標 等

別紙１

別紙２

その他
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高齢者の居住の現状と見通し（全国：2005年の現状と2015年の推計）
別紙１

計画の策定にあたり、介護予防事業等により特定高齢者数が把握されている場合は、当該値を用いる。
（※上記の数値のうち、特定高齢者数は、厚労省（地域支援事業実施要綱）による目安を参考として高齢者人口の５％とし推計した値である。）

2005年要介護・要支援者実績＋特定高齢者数

2005年→2015年要介護・要支援・特定高齢者の増加数の推計値

施設等

単身高齢又は
高齢者のみか
らなる世帯

うち要介護・要支
援・特定高齢者

2005年実績

2015推計

高齢者の住まいの原状と見通し（全国２００５年と２０１５年）

単身高齢又は
高齢者のみか
らなる世帯

借家等

持家

親族等の同居
あり

親族等の同居
あり

うち要介護・要支
援・特定高齢者

うち要介護・要支
援・特定高齢者

うち要介護・要支
援・特定高齢者

持家・同居世帯
877 → 957万世帯
 (+80万世帯、＋9.1%)

借家・同居世帯
120 → 93万世帯

 (▲27万世帯、▲22.5%)

持家・単身高齢又は高齢
者のみからなる世帯
533 → 754万世帯
 (+221万世帯、+41.5%)

借家・単身高齢又は高齢者のみからなる世帯
191 → 285万世帯 (+94万世帯、+49.2%)

施設等入所者（特定高齢者、要支援、要介護）
138万人 → 181万人 (+43万人、+31.2%)

在宅・要介護等
408万人 → 592万人
 (+184万人、+45.1%)

※施設等には、介護保険３施設、特定施設、認知症グループホームに入所する要介護者のほか、有料

老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム入所者等を計上



住まいの確保 見守り・生活支援の確保 介護の確保

〈現状と見通しを踏まえ、施策を計画〉
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重点配慮高齢者世帯に対する計画

同居者や近居・隣居す
る親族等による見守り

介護サービスの提供基
盤の整備

高齢者の居住の安定を確保するための計画的な取り組み

高齢者入所福祉施設の整備

住
宅
の
バ
リ
ア
フ
リ
ー
化

高齢者の居住（現状と見通しの推計）

地域コミュニティ、
事業者等による

見守り・生活支援サー
ビスの活性化

介護サービスを提供す
る拠点の充実等

住
宅
セ
ー
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト

・高齢者に対する賃貸住宅
の供給の目標
・高齢者に対する賃貸住宅
の供給の促進に関する事項

・高齢者に適した良好な居
住環境を有する住宅の整
備の促進に関する事項

・在宅高齢者支援事業の拠点となる施
設の整備、在宅高齢者支援事業によ
る保健医療サービス又は福祉サービ
スの提供に関する事項

別紙２


